
３月11日に発生した東日本大震災は、本県をはじめ宮城、岩手両県のほか、広い範囲にわたり地震や
津波により甚大な被害を及ぼした。本県はさらに、この地震�津波の被害に加えて東京電力福島第一原子
力発電所の事故（以下、原発事故）により警戒区域等に指定された市町村が生じ、多数の避難者や操業
停止となる事業所がでている。
本稿は当研究所が平成23年７月～８月にかけて県内の製造業�非製造業500社を対象に「原発事故の

影響に関するアンケート調査」を実施し369社から回答を得たものを集計�分類し、県内企業が原発事故
から受けている被害の有無や被害内容などについてまとめたものである。

＜要約＞
【全体】
�原発事故による被害状況は、複数回答ではあるものの、直接的と間接的な被害の合計は７割を超え
ている。さらに風評被害も調査時点で約５割（47.4％）となっており、県内全域での原発事故の
深刻な影響がみられた。

�地域別にみた被害状況は、原子力発電所に隣接している相双地域において直接的な被害が４割超
（42.9％）、間接的な被害が９割超（92.9％）、風評被害が約６割（57.1％）となり、いずれも最も
高い回答割合となった。また、間接被害は県内全域で４割を超えており、風評被害では最も少ない
会津地域でも34.4％となるなど大きな被害となっている。

�業種別にみた被害状況は、直接的な被害で約６ポイ
ント、間接的な被害で約15ポイント非製造業が製造業を上

回ったが、風評被害では製造業が逆に非製造業を約８ポイ
ント上回った。

�資本金別（５階層）にみた被害状況は、直接的な被害は資本金の大きさにより１割から３割と分か
れるものの、間接的な被害と風評被害は５階層全てで４割を超える被害回答であった。

【直接�間接�風評別の具体的な被害状況】
�直接的な被害状況では、「警戒区域等に自社の工場�店舗�営業所等がある」が３割超（31.9％）
となり、最も割合が高かった。

�間接的な被害状況では、「取引先からの商品�部品納入遅延」が４割超（41.4％）となり、最も
割合が高かった。

�風評被害の状況では、「取引先に製品等の放射能測定を求められた」が５割超（52.6％）となり、
最も割合が高かった。

【売上高の増減】
�本年４月１日～６月末の売上高を前年同時期と比較した増減率をみると、「減った」企業が約６割
（58.3％）となり、そのうち「10％以上～30％未満減った」企業が48.8％と最も多かった。

【原発事故を受けての拠点等の展開】
�本社、工場、営業所等を今後どのように展開していくかについては、「県内（現在地）から移転し
ない」が５割超（55.8％）となり、最も割合が高かった。但し、資本金10億円以上の企業では、
「今のところわからない」が４割超（42.1％）との回答となり、資本金の大きな企業において先行き
の不透明感がみられた。
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東京電力福島第一原子力発電所事故による

県内企業（事業者）への影響
―原発事故に関するアンケート調査結果―



図表１ 原発事故による被害状況 ＜複数回答＞
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Ⅰ．全体の回答状況

Ⅰ－1．原発事故による被害状況（複数回答）

警戒区域等に自社の工場�店舗�営業所がある

などの「直接的な被害を受けた」が18.7％（69社/

369社）と約２割、取引先からの商品�部品納入

が遅れたなどの「間接的な被害を受けた」が55.0

％（203社/369社）と５割超になり、複数回答で

はあるが、直接、間接被害を合わせると７割を

超え、原発事故の被害が広く県内企業に及んで

いる。さらに、取引先に製品等の放射能測定を

求められたり、納入が削減されるなどの「風評

被害を受けた」は47.4％（175社/369社）と約５

割あるなど、原発事故から発生する様々な被害に

県内企業は置かれている状況がみられた。一方、

「特に被害は受けなかった」は23.3％（86社/369

社）と２割超、「無回答」は0.5％（２社/369社）

であった（図表１）。

※本アンケートにおける各被害の定義

�直接的な被害…警戒区域等に工場�店舗や動産�

不動産がある、商品を出荷できず廃棄したなど自社

の直接的な損害が発生したもの

�間接的な被害…警戒区域等に取引先がある、避難者

が出たことなど他社や他人の影響により間接的な

損害が発生したもの

�風評被害…原発事故に伴う世間の評判�噂などに

より左右され損害が発生したもの

Ⅰ－２．地域別にみた回答状況

地域別の回答内容を県内６地域に分けてみると、

直接被害、間接被害を受けている企業の割合合計

は原子力発電所に隣接している地域か否かにかか

わらず全ての地域で５割を超えている。さらに風

評被害を考慮すると原発事故による被害が広範囲

かつ甚大なものになっている。

�１ 地域別の直接的な被害状況

直接的な被害を受けた企業を地域別にみると

相双地域が42.9％（６社/14社）と４割超となり、

回答割合が最も高かった。次いで、県中地域が

24.0％（25社/104社）、いわき地域が18.8％（９

社/48社）となった（図表２）。

�２ 地域別の間接的な被害状況

間接的な被害を受けた企業を地域別にみると

相双地域が92.9％（13社/14社）と９割超となり、

ほぼ全ての企業が被害を受けている。次いで、

いわき地域が64.6％（31社/48社）、県北地域が

60.6％（63社/104社）と、ともに６割超となった。

また、その他の地域も全て４割以上の企業が間接

的な被害を受けている（図表２）。

�３ 地域別の風評被害状況

風評被害を受けた企業を地域別にみると直接的

および間接的な被害と同様に、原子力発電所に

地理的に近い相双地域が57.1％（８社/14社）と、

約６割となり回答割合が最も高かった。次いで、



図表２ 原発事故による被害状況（地域別） ＜複数回答＞
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県北地域が54.8％（57社/104社）、いわき地域が

52.1％（25社/48社）と、ともに５割を超え風評

被害の拡大がみられた。また、最も低い会津地域

でも34.4％の企業で風評被害を受けており、県内

全域にわたり風評被害がでている（図表２）。

Ⅰ－３．業種別にみた回答状況

業種別にみた直接的な被害は非製造業の被害

回答割合が製造業をやや上回った。間接的な被害

においても、商圏からの顧客の減少や取引先が

警戒区域等に指定されたことなどから非製造業で

６割超となる被害回答となった。一方、風評被害

は、製造業で５割超の被害回答割合になった。

�１ 業種別の直接的な被害状況

直接的な被害状況を製造業と非製造業の区分で

みると、製造業が15.8％（29社/183社）、非製造

業が21.7％（40社/184社）となった。

�製造業では、「鉄鋼�非鉄金属」33.3％（５社/

15社）、「飲食料品」29.0％（９社/31社）、「電

気機械」23.5％（４社/17社）が高い一方、「は

ん用�生産用�業務用機械」0.0％（０社/13社）、

「繊維」7.1％（１社/14社）など１割を下回った　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。

�非製造業では、「その他非製造業」40.0％（２

社/５社）、「サービス業」27.9％（12社/43社）、

「卸�小売業」25.0％（20社/80社）の順であり、

「情報通信業」0.0％（０社/７社）、「建設業」

11.8％（４社/34社）など低い業種もみられた

（図表３）。

�２ 業種別の間接的な被害状況

間接的な被害状況を製造業と非製造業の区分で

みると、非製造業63.0％（116社/184社）が製造

業47.5％（87社/183社）を上回った。

�製造業では、「飲食料品」67.7％（21社/31社）、

「鉄鋼�非鉄金属」53.3％（８社/15社）、「電気

機械」52.9％（９社/17社）が高く、最も低い

「情報通信機械�電子部品デバイス」30.0％

（３社/10社）でも３割に達した。

�非製造業では、「その他非製造業」100.0％（５

社/５社）、「卸�小売業」70.0％（56社/80社）、

「建設業」64.7％（22社/34社）が高く、最も低

い「情報通信機械」42.9％（３社/７社）でも

４割超となった（図表３）。

�３ 業種別の風評被害状況

風評被害状況を製造業と非製造業の区分でみる



図表３ 原発事故による被害状況（業種別） （複数回答、単位：％）

直 接 的 な
被害を受けた

間 接 的 な
被害を受けた

風評被害を
受 け た

特に被害は
受けなかった 無 回 答回 答

企業数
企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 369 69 18.7 203 55.0 175 47.4 86 23.3 2 0.5
製 造 業 183 29 15.8 87 47.5 95 51.9 49 26.8 1 0.5
飲 食 料 品 31 9 29.0 21 67.7 26 83.9 2 6.5 0 0.0
繊 維 14 1 7.1 6 42.9 5 35.7 4 28.6 0 0.0
木 材 � 木 製 品 6 1 16.7 2 33.3 2 33.3 3 50.0 0 0.0
紙 � 紙 加 工 品 7 1 14.3 3 42.9 5 71.4 1 14.3 0 0.0
化 学 9 1 11.1 3 33.3 3 33.3 6 66.7 0 0.0
窯 業 � 土 石 12 2 16.7 6 50.0 4 33.3 3 25.0 0 0.0
鉄 鋼 � 非 鉄 金 属 15 5 33.3 8 53.3 9 60.0 3 20.0 0 0.0
はん用�生産用�業務用機械 13 0 0.0 4 30.8 2 15.4 9 69.2 0 0.0
電 気 機 械 17 4 23.5 9 52.9 9 52.9 3 17.6 0 0.0
情報通信機械�電子デバイス 10 1 10.0 3 30.0 6 60.0 2 20.0 1 10.0
輸 送 用 機 械 12 1 8.3 5 41.7 4 33.3 4 33.3 0 0.0
そ の 他 製 造 業 37 3 8.1 17 45.9 20 54.1 9 24.3 0 0.0

非 製 造 業 184 40 21.7 116 63.0 80 43.5 36 19.6 0 0.0
建 設 業 34 4 11.8 22 64.7 8 23.5 9 26.5 0 0.0
運 輸 業 15 2 13.3 7 46.7 11 73.3 3 20.0 0 0.0
情 報 通 信 業 7 0 0.0 3 42.9 4 57.1 2 28.6 0 0.0
卸 � 小 売 業 80 20 25.0 56 70.0 34 42.5 16 20.0 0 0.0
サ ー ビ ス 業 43 12 27.9 23 53.5 21 48.8 6 14.0 0 0.0
そ の 他 非 製 造 業 5 2 40.0 5 100.0 2 40.0 0 0.0 0 0.0

業 種 不 明 2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 50.0 1 50.0

�福島の進路 2011.11 ■

調 査

と、製造業51.9％（95社/183社）が非製造業43.5

％（80社/184社）を上回った。

�製造業では、「飲食料品」83.9％（26社/31社）、

「紙�紙加工品」71.4％（５社/７社）、「鉄鋼�

非鉄金属」60.0％（９社/15社）、「情報通信機

械�電子デバイス」60.0％（６社/10社）で６

割超となった。

�非製造業では、「運輸業」73.3％（11社/15社）、

「情報通信業」57.1％（４社/７社）、「サービス

業」48.8％（21社/43社）となった（図表３）。

Ⅰ－４．資本金規模別にみた回答状況

直接的な被害を受けたとする回答は、資本金規

模が大きいほど広範囲に店舗�営業所等を展開し

ていることから被害割合が高かった。間接的被害

と風評被害状況については、全ての資本金階層で

４割超となり、資本金の規模に関係なく中小企業

にまで原発事故の悪影響が及んでいる回答結果と

なった。

�１ 資本金別の直接的な被害状況

直接的な被害状況では「10億円以上」で31.6％

（６社/19社）と３割超となり、回答割合が最も高

かった。次いで、「５千万円以上～１億円未満」

22.2％（14社/63社）、「１億円以上～10億円未満」

19.6％（９社/46社）となった。回答企業の半分

以上を占める「１千万円～５千万円未満」では２

割を下回った（図表４）。

�２ 資本金別の間接的な被害状況

間接的な被害状況では「１億円以上～10億円未

満」が60.9％（28社/46社）、「５千万円以上～１

億円未満」60.3％（38社/63社）、「１千万円以上

～５千万円未満」55.6％（115社/207社）の順と

なり、６割超となった階層がみられた（図表４）。

�３ 資本金別の風評被害状況

風評被害では「１億円以上～10億円未満」が

54.3％（25社/46社）、「１千万円未満」52.4％



図表４ 原発事故による被害状況（資本金規模別） ＜複数回答＞

図表５ 原発事故の影響による被害額
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（11社/21社）、「５千万円以上～１億円未満」47.6

％（30社/63社）の順となった。最も低い「１千

万円以上～５千万円未満」でも44.9％（93社/207

社）であり、ほぼ全ての階層で５割近い割合と

なった（図表４）。

Ⅰ－５．原発事故の影響による被害額

被害を受けた企業の被害額の階層は、直接的、

間接的、風評いずれの被害額も「１千万円未満」

が最も割合が高かった。高額階層となる「１億円

以上」は、直接的な被害を受けた企業で17.4％と

なった。原発事故により受けた被害には、金額換算

できない部分もあり、無回答の企業も多かった。

�１ 直接的な被害額

直接的な被害額では、「１千万円未満」33.3％

（23社/69社）、「１千万円以上～５千万円未満」

31.9％（22社/69社）、「１億円以上」17.4％（12

社/69社）の順となり、間接的な被害と風評被害

に比べて「１億円以上」の割合が高い（図表５）。

�２ 間接的な被害額

間接的な被害額では、「１千万円未満」47.3％

（96社/203社）、「１千万円以上～５千万円未満」

26.1％（53社/203社）、「５千万円以上～１億円未

満」9.9％（20社/203社）の順となり、「１千万円

未満」が約５割を占めた（図表５）。

�３ 風評被害額

風評被害額では、「１千万円未満」54.3％（95

社/175社）、「１千万円以上～５千万円未満」16.0

％（28社/175社）、「５千万円以上～１億円未満」

9.7％（17社/175社）の順となった。直接的と間接

的な被害に比べ無回答が多かった（図表５）。



図表６ 具体的な直接的被害状況（全体） ＜複数回答＞

図表７ 原発事故による具体的な被害状況（地域別）

〈直接的な被害〉 （複数回答、単位：％）

警戒区域等に自社
の工場�店舗�営
業所等がある

出荷できない商品
を廃棄処分した

警戒区域等に取り
に行けない動産
（車など）がある

出荷価格が下落し
損失が発生した

警戒区域等に賃貸
用不動産（貸ビル
など）がある

その他�無回答回 答
企業数

企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
全 体 69 22 31.9 21 30.4 10 14.5 9 13.0 1 1.4 21 30.4
県 北 18 5 27.8 9 50.0 2 11.1 4 22.2 0 0.0 2 11.1
県 中 25 8 32.0 3 12.0 6 24.0 2 8.0 0 0.0 12 48.0
県 南 5 2 40.0 2 40.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 20.0
会 津 5 0 0.0 2 40.0 0 0.0 1 20.0 0 0.0 2 40.0
相 双 6 3 50.0 1 16.7 1 16.7 0 0.0 0 0.0 2 33.3
い わ き 9 3 33.3 4 44.4 1 11.1 2 22.2 1 11.1 2 22.2
地域不明 1 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
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Ⅱ．直接�間接�風評別の具体的な

被害状況と被害金額

Ⅱ－１．直接的な被害状況

直接的な被害状況では、警戒区域等の工場や

店舗等があることや出荷できない商品を処分した

ことなどから、相双といわきの浜通り地区に限ら

ず中通り地区でも回答割合は高い。被害内容では、

製造業が「出荷できない商品を廃棄処分した」、

非製造業が「警戒区域等に自社の工場�店舗�

営業所等がある」が多かった。その他の回答内容

としては、警戒区域での建物建築がストップした

などであった。

�１ 具体的な被害状況

① 全体の状況（回答企業69社）

直接的な被害の具体的状況では「警戒区域等に

自社の工場�店舗�営業所等がある」が31.9％

（22社/69社）となり、回答割合が最も高かった。

次いで「出荷できない商品を廃棄処分した」が

30.4％（21社/69社）、「警戒区域等に取りに行け

ない動産（車など）がある」が14.5％（10社/69

社）となった（図表６）。

② 地域別の被害状況

�「警戒区域等に自社の工場�店舗�営業所等が

ある」の回答では、相双地域が50.0％（３社/

６社）と最も割合が高かった。次いで県南地域

40.0％（２社/５社）、いわき地域33.3％（３社/

９社）となった（図表７）。

�「出荷できない商品を廃棄処分した」の回答で

は、県北地域が50.0％（９社/18社）と最も割合

が高かった。次いでいわき地域44.4％（４社/

９社）、県南地域（２社/５社）と会津地域（２



図表８ 原発事故による具体的な被害状況（業種別）
〈直接的な被害〉 （複数回答、単位：％）

警戒区域等に
自社の工場�

店舗�営業所
等がある

出荷できない
商品を廃棄処
分した

警戒区域等に
取りに行けない
動産（車など）
がある

出荷価格が
下落し損失が
発生した

警戒区域等に
賃貸用不動産
（貸ビルなど）
がある

その他�無回答回 答
企業数

企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
全 体 69 22 31.9 21 30.4 10 14.5 9 13.0 1 1.4 21 30.4
製 造 業 29 5 17.2 12 41.4 1 3.4 4 13.8 0 0.0 11 37.9
飲 食 料 品 9 2 22.2 6 66.7 1 11.1 2 22.2 0 0.0 2 22.2
繊 維 1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 100.0
木 材 � 木 製 品 1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 100.0
紙 � 紙 加 工 品 1 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
化 学 1 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
窯 業 � 土 石 2 1 50.0 0 0.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0 0 0.0
鉄 鋼 � 非 鉄 金 属 5 0 0.0 1 20.0 0 0.0 1 20.0 0 0.0 3 60.0
はん用�生産用�業務用機械 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
電 気 機 械 4 1 25.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 50.0
情報通信機械�電子デバイス 1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 100.0
輸 送 用 機 械 1 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
そ の 他 製 造 業 3 0 0.0 2 66.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 33.3

非 製 造 業 40 17 42.5 9 22.5 9 22.5 5 12.5 1 2.5 10 25.0
建 設 業 4 0 0.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 3 75.0
運 輸 業 2 1 50.0 0 0.0 1 50.0 1 50.0 0 0.0 0 0.0
情 報 通 信 業 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
卸 � 小 売 業 20 8 40.0 7 35.0 3 15.0 2 10.0 0 0.0 5 25.0
サ ー ビ ス 業 12 7 58.3 1 8.3 5 41.7 2 16.7 1 8.3 1 8.3
そ の 他 非 製 造 業 2 1 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 50.0

業 種 不 明 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
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社/５社）がともに40.0％となり、県内全地域

から回答がみられた（図表７）。

�「警戒区域等に取りに行けない動産がある」の

回答では、県中地域が24.0％（６社/25社）と

最も割合が高かった。次いで相双地域16.7％

（１社/６社）、県北地域（２社/18社）といわき

地域（１社/９社）がともに11.1％となった

（図表７）。

③ 業種別の被害状況

�製造業において直接的な被害状況は「出荷でき

ない商品を廃棄処分した」41.4％（12社/29社）、

「警戒区域等に自社の工場�店舗�営業所等が

ある」17.2％（５社/29社）、「出荷価格が下落

し損失が発生した」13.8％（４社/29社）となっ

た（図表８）。

�非製造業において直接的な被害状況は「警戒

区域等に自社の工場�店舗�営業所等がある」

42.5％（17社/40社）、「出荷できない商品を廃棄

処分した」22.5％（９社/40社）、「警戒区域等

に取りに行けない動産がある」22.5％（９社/

40社）となった（図表８）。

④ 資本金別の被害状況

�「警戒区域等に自社の工場�店舗�営業所等が

ある」の回答では、「５千万円以上～１億円未

満」が50.0％（７社/14社）と最も割合が高かっ

た。次いで「１億円以上～10億円未満」44.4％

（４社/９社）、「10億円以上」33.3％（２社/６

社）となった（図表９）。

�「出荷できない商品を廃棄処分した」の回答

では、「10億円以上」が50.0％（３社/６社）と

最も割合が高かった。次いで「５千万円以上～

１億円以上」35.7％（５社/14社）、「１億円以

上～10億円未満」33.3％（３社/９社）となっ

た（図表９）。



図表９ 原発事故による具体的な被害状況（資本金別）
〈直接的な被害〉 （複数回答、単位：％）

警戒区域等に
自社の工場�

店舗�営業所
等がある

出荷できない
商品を廃棄処
分した

警戒区域等に
取りに行けない
動産（車など）
がある

出荷価格が
下落し損失が
発生した

警戒区域等に
賃貸用不動産
（貸ビルなど）
がある

その他�無回答回 答
企業数

企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
全 体 69 22 31.9 21 30.4 10 14.5 9 13.0 1 1.4 21 30.4
10億円以上 6 2 33.3 3 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 16.7
１億円以上～10億円未満 9 4 44.4 3 33.3 2 22.2 2 22.2 0 0.0 1 11.1
５千万円以上～１億円未満 14 7 50.0 5 35.7 3 21.4 3 21.4 0 0.0 1 7.1
１千万円以上～５千万円未満 35 9 25.7 10 28.6 5 14.3 1 2.9 1 2.9 15 42.9
１千万円未満 3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 66.7 0 0.0 2 66.7
不 明 2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0 1 50.0

図表10 原発事故の影響による被害額（地域別）
〈直接的な被害〉 （単位：％）

1,000万円未満 1,000万円以上～
5,000万円未満

5,000万円以上～
１億円未満 １億円以上 無 回 答回 答

企業数
企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 69 23 33.3 22 31.9 6 8.7 12 17.4 6 8.7
県 北 18 8 44.4 5 27.8 0 0.0 3 16.7 2 11.1
県 中 25 6 24.0 10 40.0 4 16.0 3 12.0 2 8.0
県 南 5 3 60.0 0 0.0 0 0.0 2 40.0 0 0.0
会 津 5 2 40.0 2 40.0 0 0.0 0 0.0 1 20.0
相 双 6 1 16.7 2 33.3 1 16.7 1 16.7 1 16.7
い わ き 9 2 22.2 3 33.3 1 11.1 3 33.3 0 0.0
地 域 不 明 1 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
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�「警戒区域等に取りに行けない動産がある」の

回答では、「１億円以上～10億円未満」が22.2

％（２社/９社）と最も割合が高かった。次いで

「５千万円以上～１億円未満」21.4％（３社/14

社）、「１千万円以上～５千万円未満」14.3％

（５社/35社）となった（図表９）。

�２ 直接的な被害金額

① 地域別にみた被害金額

�直接的な被害額１億円以上と回答した地域では、

県南地域が40.0％（２社/５社）と最も割合が

高かった。次いでいわき地域33.3％（３社/９

社）、県北地域（３社/18社）と相双地域（１社/

６社）がともに16.7％となった（図表10）。

�同５千万円以上１億円未満と回答した地域では、

相双地域が16.7％（１社/６社）と最も割合が

高かった。次いで県中地域16.0％（４社/25社）、

いわき地域11.1％（１社/９社）となった（図

表10）。

�同１千万円以上５千万円未満と回答した地域で

は、県中地域（10社/25社）と会津地域（２社/

５社）がともに40.0％と最も割合が高かった。

次いで相双地域（２社/６社）といわき地域

（３社/９社）がともに33.3％、県北地域が27.8

％（５社/18社）となった（図表10）。

�同１千万円未満と回答した地域では、県南地域

が60.0％（３社/５社）と最も割合が高かった。

次いで県北地域44.4％（８社/18社）、会津地域

40.0％（２社/５社）となった（図表10）。

② 業種別にみた被害金額

�製造業における被害金額は「１千万円未満」が

41.4％（12社/29社）と最も割合が高かった。

次いで「１千万円以上～５千万円未満」34.5％

（10社/29社）、「１億円以上」13.8％（４社/29

社）となった（図表11）。



図表11 原発事故の影響による被害額（業種別）

〈直接的な被害〉 （単位：％）

1,000万円未満 1,000万円以上～
5,000万円未満

5,000万円以上～
１億円未満 １億円以上 無 回 答回 答

企業数
企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 69 23 33.3 22 31.9 6 8.7 12 17.4 6 8.7
製 造 業 29 12 41.4 10 34.5 2 6.9 4 13.8 1 3.4
飲 食 料 品 9 4 44.4 2 22.2 1 11.1 2 22.2 0 0.0
繊 維 1 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
木 材 � 木 製 品 1 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
紙 � 紙 加 工 品 1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 100.0 0 0.0
化 学 1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 100.0 0 0.0
窯 業 � 土 石 2 0 0.0 2 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
鉄 鋼 � 非 鉄 金 属 5 3 60.0 1 20.0 1 20.0 0 0.0 0 0.0
はん用�生産用�業務用機械 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
電 気 機 械 4 2 50.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0 1 25.0
情報通信機械�電子デバイス 1 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
輸 送 用 機 械 1 0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
そ の 他 製 造 業 3 3 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

非 製 造 業 40 11 27.5 12 30.0 4 10.0 8 20.0 5 12.5
建 設 業 4 2 50.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0 1 25.0
運 輸 業 2 0 0.0 2 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
情 報 通 信 業 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
卸 � 小 売 業 20 4 20.0 5 25.0 2 10.0 6 30.0 3 15.0
サ ー ビ ス 業 12 3 25.0 4 33.3 2 16.7 2 16.7 1 8.3
そ の 他 非 製 造 業 2 2 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

業 種 不 明 0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 0 0.0 0 0.0

図表12 原発事故の影響による被害額（資本金別）

〈直接的な被害〉 （単位：％）

1,000万円未満 1,000万円以上～
5,000万円未満

5,000万円以上～
１億円未満 １億円以上 無 回 答回 答

企業数
企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 69 23 33.3 22 31.9 6 8.7 12 17.4 6 8.7
10億円以上 6 0 0.0 2 33.3 0 0.0 4 66.7 0 0.0
１億円以上～10億円未満 9 2 22.2 1 11.1 2 22.2 4 44.4 0 0.0
５千万円以上～１億円未満 14 4 28.6 6 42.9 0 0.0 3 21.4 1 7.1
１千万円以上～５千万円未満 35 14 40.0 11 31.4 4 11.4 1 2.9 5 14.3
１千万円未満 3 2 66.7 1 33.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0
不 明 2 1 50.0 1 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
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�非製造業における被害金額は「１千万円以上～

５千万円未満」が30.0％（12社/40社）と最も

割合が高かった。次いで「１千万円未満」27.5

％（11社/40社）、「１億円以上」20.0％（８社/

40社）となった（図表11）。

③ 資本金規模別にみた被害金額

�資本金10億円以上では「１億円以上」の被害

金額が66.7％（４社/６社）となり、最も割合

が高かった。次いで「１千万円以上～５千万円

未満」33.3％（２社/６社）となった（図表12）。

�同１億円以上10億円未満では「１億円以上」の

被害金額が44.4％（４社/９社）となり、最も

割合が高かった。次いで「５千万円以上～１億

円未満」と「１千万円未満」がともに22.2％

（２社/９社）となった（図表12）。

�同５千万円以上１億円未満では「１千万円未満

～５千万円未満」の被害金額が42.9％（６社/

14社）となり、最も割合が高かった。次いで

「１千万円未満」28.6％（４社/14社）となった

（図表12）。



図表13 具体的な間接的被害状況（全体） ＜複数回答＞

図表14 原発事故による具体的な被害状況（地域別）
〈間接的な被害〉 （複数回答、単位：％）

取引先からの
商品�部品の
納入遅延

警戒区域等に
ある企業との
取引が途絶

商圏からの避
難者増加によ
る顧客の減少

従業員が避難
したことによ
る労働力不足

警戒区域等にあ
る取引企業の売
掛金が回収困難

その他�無回答回 答
企業数

企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
全 体 203 84 41.4 75 36.9 62 30.5 37 18.2 36 17.7 35 17.2
県 北 63 32 50.8 21 33.3 19 30.2 5 7.9 11 17.5 10 15.9
県 中 51 14 27.5 18 35.3 15 29.4 9 17.6 13 25.5 13 25.5
県 南 12 6 50.0 3 25.0 3 25.0 1 8.3 1 8.3 3 25.0
会 津 27 18 66.7 9 33.3 4 14.8 0 0.0 2 7.4 3 11.1
相 双 13 2 15.4 6 46.2 4 30.8 8 61.5 1 7.7 2 15.4
い わ き 31 11 35.5 15 48.4 13 41.9 13 41.9 6 19.4 3 9.7
地域不明 6 1 16.7 3 50.0 4 66.7 1 16.7 2 33.3 1 16.7
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�同１千万円以上５千万円未満では「１千万円未

満」の被害金額が40.0％（14社/35社）となり、

最も割合が高かった。次いで「１千万円未満～

５千万円未満」31.4％（11社/35社）となった

（図表12）。

�同１千万円未満では「１千万円未満」の被害

金額が66.7％（２社/３社）となり、最も割合

が高かった。次いで「１千万円以上～５千万円

未満」33.3％（１社/３社）となった（図表12）。

Ⅱ－２．間接的な被害状況

「取引先からの商品�部品の納入遅延」は、福島

県の西方に位置し第一原発から距離的に離れる

会津地域での割合が６割超となるなど、原発事故

の間接的な影響は広く県内各地に及んでいる状況

がみられた。原発事故による避難者が発生した

ことにより「商圏からの避難者増加による顧客の

減少」、「従業員が避難したことによる労働力不足」

などの回答割合は、相双地域といわき地域が他の

県内地域に比べ回答割合が高かった。業種別には、

お客様の流動化により「卸�小売業」と「サービス

業」での被害割合が高い傾向にあった。

�１ 具体的な被害状況

① 全体の状況（回答企業203社）

間接的な被害の具体的状況では「取引先からの

商品�部品の納入遅延」が41.4％（84社/203社）

となり、回答割合が最も高かった。次いで「警戒

区域等にある取引企業との取引が途絶」36.9％

（75社/203社）、「商圏からの避難者増加による顧客

の減少」30.5％（62社/203社）となった（図表13）。



図表15 原発事故による具体的な被害状況（業種別）
〈間接的な被害〉 （複数回答、単位：％）

取引先からの
商品�部品の
納入遅延

警戒区域等に
ある企業との
取引が途絶

商圏からの避
難者増加によ
る顧客の減少

従業員が避難
したことによ
る労働力不足

警戒区域等にあ
る取引企業の売
掛金が回収困難

その他�無回答回 答
企業数

企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
全 体 203 84 41.4 75 36.9 62 30.5 37 18.2 36 17.7 35 17.2
製 造 業 87 44 50.6 28 32.2 13 14.9 14 16.1 10 11.5 16 18.4
飲 食 料 品 21 10 47.6 9 42.9 5 23.8 2 9.5 3 14.3 1 4.8
繊 維 6 1 16.7 1 16.7 2 33.3 2 33.3 1 16.7 1 16.7
木 材 � 木 製 品 2 1 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 50.0
紙 � 紙 加 工 品 3 3 100.0 1 33.3 1 33.3 0 0.0 0 0.0 1 33.3
化 学 3 1 33.3 2 66.7 0 0.0 1 33.3 0 0.0 1 33.3
窯 業 � 土 石 6 3 50.0 1 16.7 1 16.7 1 16.7 2 33.3 1 16.7
鉄 鋼 � 非 鉄 金 属 8 3 37.5 2 25.0 0 0.0 2 25.0 0 0.0 2 25.0
はん用�生産用�業務用機械 4 4 100.0 2 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
電 気 機 械 9 6 66.7 2 22.2 0 0.0 1 11.1 1 11.1 2 22.2
情報通信機械�電子デバイス 3 2 66.7 0 0.0 0 0.0 1 33.3 0 0.0 0 0.0
輸 送 用 機 械 5 5 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 40.0
そ の 他 製 造 業 17 5 29.4 8 47.1 4 23.5 4 23.5 3 17.6 4 23.5

非 製 造 業 116 40 34.5 47 40.5 49 42.2 23 19.8 26 22.4 19 16.4
建 設 業 22 11 50.0 4 18.2 4 18.2 6 27.3 3 13.6 4 18.2
運 輸 業 7 1 14.3 3 42.9 2 28.6 1 14.3 0 0.0 3 42.9
情 報 通 信 業 3 1 33.3 2 66.7 0 0.0 0 0.0 1 33.3 0 0.0
卸 � 小 売 業 56 24 42.9 31 55.4 30 53.6 9 16.1 17 30.4 5 8.9
サ ー ビ ス 業 23 3 13.0 6 26.1 10 43.5 6 26.1 4 17.4 6 26.1
そ の 他 非 製 造 業 5 0 0.0 1 20.0 3 60.0 1 20.0 1 20.0 1 20.0

業 種 不 明 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
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② 地域別の被害状況

�「取引先からの商品�部品の納入遅延」の回答

では、会津地域が66.7％（18社/27社）と最も

割合が高かった。次いで県北地域50.8％（32社/

63社）、県南地域50.0％（６社/12社）となった

（図表14）。

�「警戒区域等にある取引企業との取引が途絶」

の回答では、いわき地域が48.4％（15社/31社）

と最も割合が高かった。次いで相双地域46.2％

（６社/13社）、県中地域35.3％（18社/51社）と

なり、警戒区域に隣接する相双地域といわき

地域で約５割と高かった（図表14）。

�「商圏からの避難者増加による顧客の減少」の

回答では、いわき地域が41.9％（13社/31社）

と最も割合が高かった。次いで相双地域30.8％

（４社/13社）、県北地域30.2％（19社/63社）と

なり、避難者の増加は県内全地域で企業活動に

影響を及ぼしている（図表14）。

③ 業種別の被害状況

�製造業の間接的な被害状況は「取引先からの

商品�部品の納入遅延」50.6％（44社/87社）、

「警戒区域等にある取引企業との取引が途絶」

32.2％（28社/87社）、「従業員が避難したこと

による労働力不足」16.1％（14社/87社）となっ

た。「取引先からの商品�部品の納入遅延」は

約５割の回答があり、震災後の生産活動に大き

な影響が及んだことがわかった（図表15）。

�非製造業の間接的な被害状況は「商圏からの

避難者増加による顧客の減少」が42.2％（49社/

116社）、「警戒区域等にある取引企業との取引

が途絶」40.5％（47社/116社）、「取引先からの

商品�部品の納入遅延」34.5％（40社/116社）

となった。「商圏からの避難者増加による顧客

の減少」の回答は、製造業の約３倍あり、個人



図表16 原発事故による具体的な被害状況（資本金別）

〈間接的な被害〉 （複数回答、単位：％）

取引先からの
商品�部品の
納入遅延

警戒区域等に
ある企業との
取引が途絶

商圏からの避
難者増加によ
る顧客の減少

従業員が避難
したことによ
る労働力不足

警戒区域等にあ
る取引企業の売
掛金が回収困難

その他�無回答回 答
企業数

企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
全 体 203 84 41.4 75 36.9 62 30.5 37 18.2 36 17.7 35 17.2
10億円以上 8 5 62.5 1 12.5 1 12.5 0 0.0 1 12.5 1 12.5
１億円以上～10億円未満 28 19 67.9 9 32.1 6 21.4 4 14.3 4 14.3 5 17.9
５千万円以上～１億円未満 38 16 42.1 19 50.0 16 42.1 7 18.4 8 21.1 4 10.5
１千万円以上～５千万円未満 115 40 34.8 41 35.7 33 28.7 22 19.1 21 18.3 23 20.0
１千万円未満 10 3 30.0 4 40.0 5 50.0 2 20.0 1 10.0 1 10.0
不 明 4 1 25.0 1 25.0 1 25.0 2 50.0 1 25.0 1 25.0

図表17 原発事故の影響による被害額（地域別）
〈間接的な被害〉 （単位：％）

1,000万円未満 1,000万円以上～
5,000万円未満

5,000万円以上～
１億円未満 １億円以上 無 回 答回 答

企業数
企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 203 96 47.3 53 26.1 20 9.9 13 6.4 21 10.3
県 北 63 33 52.4 22 34.9 1 1.6 2 3.2 5 7.9
県 中 51 23 45.1 11 21.6 8 15.7 3 5.9 6 11.8
県 南 12 7 58.3 2 16.7 1 8.3 1 8.3 1 8.3
会 津 27 13 48.1 5 18.5 4 14.8 1 3.7 4 14.8
相 双 13 5 38.5 4 30.8 2 15.4 1 7.7 1 7.7
い わ き 31 11 35.5 9 29.0 3 9.7 4 12.9 4 12.9
地 域 不 明 6 4 66.7 0 0.0 1 16.7 1 16.7 0 0.0
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消費者とも直に接する「卸�小売業」53.6％

（30社/56社）と「サービス業」43.5％（10社/

23社）の割合が高かった（図表15）。

④ 資本金規模別の被害状況

�「取引先からの商品�部品の納入遅延」の回答

では、「１億円以上～10億円未満」が67.9％

（19社/28社）と最も割合が高かった。次いで

「10億円以上」62.5％（５社/８社）、「５千万円

以上～１億円未満」42.1％（16社/38社）となっ

た（図表16）。

�「警戒区域等にある取引企業との取引が途絶」

の回答では、「５千万円以上～１億円以上」が

50.0％（19社/38社）と最も割合が高かった。

次いで「１千万円未満」40.0％（４社/10社）、

「１千万円以上～５千万円未満」35.7％（41社/

115社）となった（図表16）。

�「商圏からの避難者増加による顧客の減少」の

回答では、「１千万円未満」が50.0％（５社/10

社）と最も割合が高かった。次いで「５千万円

以上～１億円未満」42.1％（16社/38社）、「１

千万円以上～５千万円未満」28.7％（33社/115

社）となった（図表16）。

�２ 間接的な被害金額

① 地域別にみた被害金額

�間接的な被害額１億円以上と回答した地域は、

いわき地域が12.9％（４社/31社）と最も割合

が高かった。次いで県南地域8.3％（１社/12社）、

相双地域7.7％（１社/13社）となった（図表17）。

�同５千万円以上１億円未満と回答した地域は、

県中地域が15.7％（８社/51社）と最も割合が

高かった。次いで相双地域15.4％（２社/13社）、

会津地域14.8％（４社/27社）となった（図表17）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。

�同１千万円以上５千万円未満と回答した地域は、

県北地域が34.9％（22社/63社）と最も割合が



図表18 原発事故の影響による被害額（業種別）

〈間接的な被害〉 （単位：％）

1,000万円未満 1,000万円以上～
5,000万円未満

5,000万円以上～
１億円未満 １億円以上 無 回 答回 答

企業数
企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 203 96 47.3 53 26.1 20 9.9 13 6.4 21 10.3
製 造 業 87 39 44.8 28 32.2 6 6.9 4 4.6 10 11.5
飲 食 料 品 21 9 42.9 6 28.6 1 4.8 1 4.8 4 19.0
繊 維 6 2 33.3 3 50.0 1 16.7 0 0.0 0 0.0
木 材 � 木 製 品 2 2 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
紙 � 紙 加 工 品 3 2 66.7 1 33.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0
化 学 3 0 0.0 1 33.3 0 0.0 1 33.3 1 33.3
窯 業 � 土 石 6 3 50.0 2 33.3 1 16.7 0 0.0 0 0.0
鉄 鋼 � 非 鉄 金 属 8 6 75.0 2 25.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
はん用�生産用�業務用機械 4 2 50.0 1 25.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0
電 気 機 械 9 4 44.4 2 22.2 1 11.1 0 0.0 2 22.2
情報通信機械�電子デバイス 3 1 33.3 2 66.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0
輸 送 用 機 械 5 3 60.0 2 40.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
そ の 他 製 造 業 17 5 29.4 6 35.3 1 5.9 2 11.8 3 17.6

非 製 造 業 116 57 49.1 25 21.6 14 12.1 9 7.8 11 9.5
建 設 業 22 11 50.0 4 18.2 2 9.1 3 13.6 2 9.1
運 輸 業 7 6 85.7 0 0.0 1 14.3 0 0.0 0 0.0
情 報 通 信 業 3 3 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
卸 � 小 売 業 56 24 42.9 14 25.0 7 12.5 5 8.9 6 10.7
サ ー ビ ス 業 23 10 43.5 5 21.7 4 17.4 1 4.3 3 13.0
そ の 他 非 製 造 業 5 3 60.0 2 40.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

業 種 不 明 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

図表19 原発事故の影響による被害額（資本金別）

〈間接的な被害〉 （単位：％）

1,000万円未満 1,000万円以上～
5,000万円未満

5,000万円以上～
１億円未満 １億円以上 無 回 答回 答

企業数
企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 203 96 47.3 53 26.1 20 9.9 13 6.4 21 10.3
10億円以上 8 3 37.5 0 0.0 0 0.0 1 12.5 4 50.0
１億円以上～10億円未満 28 11 39.3 6 21.4 1 3.6 5 17.9 5 17.9
５千万円以上～１億円未満 38 14 36.8 13 34.2 5 13.2 4 10.5 2 5.3
１千万円以上～５千万円未満 115 55 47.8 34 29.6 13 11.3 3 2.6 10 8.7
１千万円未満 10 10 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
不 明 4 3 75.0 0 0.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0
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高かった。次いで相双地域30.8％（４社/13社）、

いわき地域29.0％（９社/31社）となった（図

表17）。

�同１千万円未満と回答した地域は、県南地域が

58.3％（７社/12社）と最も割合が高かった。

次いで、県北地域52.4％（33社/63社）、会津

地域48.1％（13社/27社）となった（図表17）。

② 業種別にみた被害金額

�製造業における被害金額は、「１千万円未満」

が44.8％（39社/87社）と最も割合が高かった。

次いで、「１千万円以上～５千万円未満」が

32.2％（28社/87社）、「５千万円以上～１億円

未満」が6.9％（６社/87社）となった（図表18）。

�非製造業における被害金額は、「１千万円未満」

が49.1％（57社/116社）と最も割合が高かった。

次いで、「１千万円以上～５千万円未満」が21.6

％（25社/116社）、「５千万円以上～１億円未満」

が12.1％（14社/116社）となった（図表18）。

③ 資本金規模別にみた被害金額

�資本金10億円以上では「１千万円未満」の被害



図表20 具体的な風評被害状況（全体） ＜複数回答＞
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金額が37.5％（３社/８社）となり、最も割合

が高かった。次いで「１億円以上」12.5％（１

社/８社）となった（図表19）。

�同１億円以上10億円未満では「１千万円未満」

の被害金額が39.3％（11社/28社）となり、最も

割合が高かった。次いで「１千万円以上～５千

万円未満」21.4％（６社/28社）となった（図

表19）。

�同５千万円以上１億円未満では「１千万円未満」

の被害金額が36.8％（14社/38社）となり、最も

割合が高かった。次いで「１千万円以上～５千

万円未満」34.2％（13社/38社）となった（図

表19）。

�同１千万円以上５千万円未満では「１千万円未

満」の被害金額が47.8％（55社/115社）となり、

最も割合が高かった。次いで「１千万円未満～

５千万円未満」29.6％（34社/115社）となった

（図表19）。

�同資本金１千万円未満では「１千万円未満」の

被害金額が100.0％（10社/10社）と全ての回答

となった（図表19）。

Ⅱ－３．風評被害の状況

風評被害の状況では、「取引先に製品等の放射

能測定を求められた」が製造業の全業種で回答が

あり、全地域で４割を超えるなど地域�業種に

かかわらず割合が高かった。「県外からの来店客�

注文客が減少した」では、旅館等が含まれる「サー

ビス業」が約８割と高い回答割合であった。「他

県工場での生産�他県産使用を求められた」と「福

島県ナンバー車での訪問を断られた」では、福島

県の西方に位置し第一原発から距離的に離れる

会津地域でも回答があり、原発事故の風評被害の

影響は広く県内各地に及んでいる状況がみられた。

�１ 具体的な被害状況

① 全体の状況（回答企業175社）

風評被害を受けた具体的状況では「取引先に

製品等の放射線測定を求められた」が52.6％（92

社/175社）となり、回答割合が最も高かった。次い

で「県外からの来店客�注文客が減少した」34.3

％（60社/175社）、「国内の取引先から取引を断ら

れた」21.7％（38社/175社）となった（図表20）。



図表21 原発事故による具体的な被害状況（地域別）

〈風評被害〉 （複数回答、単位：％）

取引先に製
品等の放射
能測定を求
められた

県外からの
来店客�注
文客が減少
した

国内の取引
先から取引
を断られた

予約をキャ
ンセルされ
た

他県工場で
の生産、他
県産使用を
求められた

福島県ナン
バー車での
訪問等を断
られた

海外からの
来店客�注
文客が減少
した

海外の取引
先から取引
を断られた

その他�無
回答

回 答
企業数

企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
全 体 175 92 52.6 60 34.3 38 21.7 31 17.7 23 13.1 15 8.6 12 6.9 8 4.6 24 13.7
県 北 57 28 49.1 19 33.3 11 19.3 11 19.3 9 15.8 6 10.5 4 7.0 3 5.3 10 17.5
県 中 46 27 58.7 11 23.9 11 23.9 6 13.0 5 10.9 1 2.2 1 2.2 2 4.3 6 13.0
県 南 14 6 42.9 6 42.9 3 21.4 4 28.6 1 7.1 1 7.1 2 14.3 0 0.0 3 21.4
会 津 21 9 42.9 13 61.9 6 28.6 3 14.3 1 4.8 2 9.5 4 19.0 0 0.0 1 4.8
相 双 8 5 62.5 5 62.5 1 12.5 1 12.5 1 12.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 12.5
い わ き 25 14 56.0 6 24.0 5 20.0 5 20.0 6 24.0 3 12.0 1 4.0 3 12.0 2 8.0
地域不明 4 3 75.0 0 0.0 1 25.0 1 25.0 0 0.0 2 50.0 0 0.0 0 0.0 1 25.0
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② 地域別の被害状況

�「取引先に製品等の放射能測定を求められた」の

回答では、相双地域が62.5％（５社/８社）と

最も割合が高かった。次いで県中地域58.7％（27

社/46社）、いわき地域56.0％（14社/25社）と

なった。県内全域において取引先に放射能測定

を求められる企業が多い結果となった（図表21）。

�「県外からの来店客�注文客が減少した」の回答

では、相双地域が62.5％（５社/８社）と最も

割合が高かった。次いで会津地域61.9％（13社/

21社）、県南地域42.9％（６社/14社）となった。

多くの観光地を有する会津地域の回答が６割超

となっており、県内の観光動向は他地域も含め

厳しい状況におかれている（図表21）。

�「国内の取引先から取引を断られた」の回答で

は、会津地域が28.6％（６社/21社）と最も割合

が高かった。次いで県中地域23.9％（11社/46

社）、県南地域21.4％（３社/14社）となった

（図表21）。

③ 業種別の被害状況

�製造業の風評被害状況は「取引先に製品等の

放射能測定を求められた」72.6％（69社/95社）、

「県外からの来店客�注文客が減少した」26.3

％（25社/95社）、「国内の取引先から取引を断ら

れた」24.2％（23社/95社）となった（図表22）。

�非製造業の風評被害状況は「県外からの来店

客�注文客が減少した」が43.8％（35社/80社）、

「取引先に製品等の放射能測定を求められた」

28.8％（23社/80社）、「予約をキャンセルされ

た」27.5％（22社/80社）となった。「取引先に

製品等の放射能測定を求められた」の回答は、

ものを生産しない「運輸業」45.5％（５社/11

社）でも約５割の回答があった（図表22）。

④ 資本金規模別の風評被害の状況

�「取引先に製品等の放射能測定を求められた」

の回答では、「１億円以上～10億円未満」が

80.0％（20社/25社）と最も割合が高かった。

次いで「10億円以上」77.8％（７社/９社）、

「５千万円以上～１億円未満」56.7％（17社/30

社）となった（図表23）。

�「県外からの来店客�注文客が減少した」の回答

では「１千万円未満」が63.6％（７社/11社）

と最も割合が高かった。次いで「５千万円以上

～１億円以上」36.7％（11社/30社）、「１千万

円以上～５千万円未満」33.3％（31社/93社）

となった（図表23）。

�「国内の取引先から取引を断られた」の回答で

は「１億円以上～10億円未満」が32.0％（８社/



図表22 原発事故による具体的な被害状況（業種別）

〈風評被害〉 （複数回答、単位：％）

取引先に製
品等の放射
能測定を求
められた

県外からの
来店客�注
文客が減少
した

国内の取引
先から取引
を断られた

予約をキャ
ンセルされ
た

他県工場で
の生産、他
県産使用を
求められた

福島県ナン
バー車での
訪問等を断
られた

海外からの
来店客�注
文客が減少
した

海外の取引
先から取引
を断られた

その他�無
回答

回
答
企
業
数 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 175 92 52.6 60 34.3 38 21.7 31 17.7 23 13.1 15 8.6 12 6.9 8 4.6 24 13.7
製 造 業 95 69 72.6 25 26.3 23 24.2 9 9.5 14 14.7 1 1.1 8 8.4 7 7.4 11 11.6
飲 食 料 品 26 16 61.5 10 38.5 10 38.5 2 7.7 7 26.9 0 0.0 2 7.7 1 3.8 5 19.2
繊 維 5 4 80.0 1 20.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 20.0 1 20.0 0 0.0
木 材 � 木 製 品 2 1 50.0 1 50.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0 0 0.0
紙 � 紙 加 工 品 5 2 40.0 3 60.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 20.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
化 学 3 3 100.0 0 0.0 2 66.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 33.3 1 33.3 1 33.3
窯 業 � 土 石 4 2 50.0 1 25.0 2 50.0 1 25.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0 1 25.0 0 0.0
鉄 鋼 � 非 鉄 金 属 9 8 88.9 1 11.1 3 33.3 0 0.0 1 11.1 0 0.0 0 0.0 1 11.1 0 0.0
はん用�生産用�業務用機械 2 2 100.0 1 50.0 0 0.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0 0 0.0
電 気 機 械 9 7 77.8 4 44.4 1 11.1 1 11.1 1 11.1 0 0.0 0 0.0 2 22.2 1 11.1
情報通信機械�電子デバイス 6 6 100.0 0 0.0 2 33.3 0 0.0 1 16.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 16.7
輸 送 用 機 械 4 3 75.0 0 0.0 0 0.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
そ の 他 製 造 業 20 15 75.0 3 15.0 3 15.0 3 15.0 2 10.0 0 0.0 2 10.0 0 0.0 3 15.0
非 製 造 業 80 23 28.8 35 43.8 15 18.8 22 27.5 9 11.3 14 17.5 4 5.0 1 1.3 13 16.3
建 設 業 8 1 12.5 2 25.0 1 12.5 2 25.0 1 12.5 2 25.0 0 0.0 0 0.0 1 12.5
運 輸 業 11 5 45.5 3 27.3 4 36.4 3 27.3 0 0.0 4 36.4 0 0.0 0 0.0 1 9.1
情 報 通 信 業 4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0 4 100.0
卸 � 小 売 業 34 15 44.1 13 38.2 7 20.6 6 17.6 6 17.6 7 20.6 2 5.9 1 2.9 4 11.8
サ ー ビ ス 業 21 1 4.8 16 76.2 3 14.3 11 52.4 2 9.5 0 0.0 2 9.5 0 0.0 2 9.5
そ の 他 非 製 造 業 2 1 50.0 1 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 50.0
業 種 不 明 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

図表23 原発事故による具体的な被害状況（資本金別）

〈風評被害〉 （複数回答、単位：％）

取引先に製
品等の放射
能測定を求
められた

県外からの
来店客�注
文客が減少
した

国内の取引
先から取引
を断られた

予約をキャ
ンセルされ
た

他県工場で
の生産、他
県産使用を
求められた

福島県ナン
バー車での
訪問等を断
られた

海外からの
来店客�注
文客が減少
した

海外の取引
先から取引
を断られた

その他�無
回答

回
答
企
業
数 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 175 92 52.6 60 34.3 38 21.7 31 17.7 23 13.1 15 8.6 12 6.9 8 4.6 24 13.7
10 億 円 以 上 9 7 77.8 1 11.1 2 22.2 0 0.0 2 22.2 0 0.0 2 22.2 1 11.1 2 22.2
１億円以上～10億円未満 25 20 80.0 6 24.0 8 32.0 1 4.0 6 24.0 2 8.0 1 4.0 2 8.0 2 8.0
５千万円以上～１億円未満 30 17 56.7 11 36.7 6 20.0 6 20.0 2 6.7 2 6.7 3 10.0 1 3.3 4 13.3
１千万円以上～５千万円未満 93 42 45.2 31 33.3 19 20.4 17 18.3 12 12.9 10 10.8 4 4.3 4 4.3 14 15.1
１ 千 万 円 未 満 11 4 36.4 7 63.6 1 9.1 3 27.3 1 9.1 1 9.1 0 0.0 0 0.0 1 9.1
不 明 7 2 28.6 4 57.1 2 28.6 4 57.1 0 0.0 0 0.0 2 28.6 0 0.0 1 14.3
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25社）と最も割合が高かった。次いで「10億円

以上」22.2％（２社/９社）、「１千万円以上～

５千万円未満」20.4％（19社/93社）となった

（図表23）。

�２ 風評被害の金額

① 地域別にみた被害金額

�風評被害額１億円以上と回答した地域は、いわき

地域が16.0％（４社/25社）と最も割合が高かっ

た。次いで県南地域14.3％（２社/14社）、相双

地域12.5％（１社/８社）となった（図表24）。

�同５千万円以上１億円未満と回答した地域は、

相双地域が25.0％（２社/８社）と最も割合が

高かった。次いで会津地域19.0％（４社/21社）、

県北地域14.0％（８社/57社）となった（図表24）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。

�同１千万円以上５千万円未満と回答した地域は、

いわき地域が36.0％（９社/25社）と最も割合



図表24 原発事故の影響による被害額（地域別）
〈風評被害〉 （単位：％）

1,000万円未満 1,000万円以上～
5,000万円未満

5,000万円以上～
１億円未満 １億円以上 無 回 答回 答

企業数
企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 175 95 54.3 28 16.0 17 9.7 12 6.9 23 13.1
県 北 57 33 57.9 6 10.5 8 14.0 3 5.3 7 12.3
県 中 46 29 63.0 8 17.4 2 4.3 2 4.3 5 10.9
県 南 14 7 50.0 1 7.1 1 7.1 2 14.3 3 21.4
会 津 21 12 57.1 3 14.3 4 19.0 0 0.0 2 9.5
相 双 8 2 25.0 1 12.5 2 25.0 1 12.5 2 25.0
い わ き 25 9 36.0 9 36.0 0 0.0 4 16.0 3 12.0
地 域 不 明 4 3 75.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 25.0

図表25 原発事故の影響による被害額（業種別）
〈風評被害〉 （単位：％）

1,000万円未満 1,000万円以上～
5,000万円未満

5,000万円以上～
１億円未満 １億円以上 無 回 答回 答

企業数
企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 175 95 54.3 28 16.0 17 9.7 12 6.9 23 13.1
製 造 業 95 55 57.9 15 15.8 7 7.4 6 6.3 12 12.6
飲 食 料 品 26 14 53.8 5 19.2 2 7.7 1 3.8 4 15.4
繊 維 5 3 60.0 1 20.0 0 0.0 0 0.0 1 20.0
木 材 � 木 製 品 2 1 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 50.0
紙 � 紙 加 工 品 5 4 80.0 1 20.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
化 学 3 0 0.0 0 0.0 1 33.3 2 66.7 0 0.0
窯 業 � 土 石 4 3 75.0 0 0.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0
鉄 鋼 � 非 鉄 金 属 9 6 66.7 0 0.0 1 11.1 1 11.1 1 11.1
はん用�生産用�業務用機械 2 2 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
電 気 機 械 9 4 44.4 2 22.2 0 0.0 1 11.1 2 22.2
情報通信機械�電子デバイス 6 2 33.3 3 50.0 1 16.7 0 0.0 0 0.0
輸 送 用 機 械 4 3 75.0 0 0.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0
そ の 他 製 造 業 20 13 65.0 3 15.0 0 0.0 1 5.0 3 15.0

非 製 造 業 80 40 50.0 13 16.3 10 12.5 6 7.5 11 13.8
建 設 業 8 3 37.5 1 12.5 1 12.5 1 12.5 2 25.0
運 輸 業 11 9 81.8 1 9.1 1 9.1 0 0.0 0 0.0
情 報 通 信 業 4 2 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 50.0
卸 � 小 売 業 34 18 52.9 7 20.6 4 11.8 2 5.9 3 8.8
サ ー ビ ス 業 21 6 28.6 4 19.0 4 19.0 3 14.3 4 19.0
そ の 他 非 製 造 業 2 2 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

業 種 不 明 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0
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が高かった。次いで県中地域17.4％（８社/46

社）、会津地域14.3％（３社/21社）となった

（図表24）。

�同１千万円未満と回答した地域は、県中地域が

63.0％（29社/46社）と最も割合が高かった。

次いで、県北地域57.9％（33社/57社）、会津

地域57.1％（12社/21社）となった（図表24）。

② 業種別にみた被害金額

�製造業における被害金額は、「１千万円未満」

が57.9％（55社/95社）と最も割合が高かった。

次いで、「１千万円以上～５千万円未満」が15.8

％（15社/95社）、「５千万円以上～１億円未満」

が7.4％（７社/95社）となった（図表25）。

�非製造業における被害金額は、「１千万円未満」

が50.0％（40社/80社）と最も割合が高かった。

次いで、「１千万円以上～５千万円未満」が16.3

％（13社/80社）、「５千万円以上～１億円未満」

が12.5％（10社/80社）となった（図表25）。



図表26 原発事故の影響による被害額（資本金別）

〈風評被害〉 （単位：％）

1,000万円未満 1,000万円以上～
5,000万円未満

5,000万円以上～
１億円未満 １億円以上 無 回 答回 答

企業数
企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

全 体 175 95 54.3 28 16.0 17 9.7 12 6.9 23 13.1
10億円以上 9 3 33.3 3 33.3 0 0.0 1 11.1 2 22.2
１億円以上～10億円未満 25 13 52.0 3 12.0 3 12.0 3 12.0 3 12.0
５千万円以上～１億円未満 30 16 53.3 7 23.3 2 6.7 3 10.0 2 6.7
１千万円以上～５千万円未満 93 48 51.6 14 15.1 11 11.8 5 5.4 15 16.1
１千万円未満 11 11 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
不 明 7 4 57.1 1 14.3 1 14.3 0 0.0 1 14.3
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③ 資本金規模別にみた被害金額

�資本金10億円以上では「１千万円未満」と「１

千万円以上～５千万円未満」の被害金額が33.3

％（３社/９社）となり、最も割合が高かった。

次いで「１億円以上」11.1％（１社/９社）と

なった（図表26）。

�同１億円以上10億円未満では「１千万円未満」

の被害金額が52.0％（13社/25社）となり、最も

割合が高かった。次いで「１千万円以上～５千

万円未満」「５千万円以上～１億円未満」「１億

円以上」がいずれも12.0％（３社/25社）となっ

た（図表26）。

�同５千万円以上１億円未満では「１千万円未満」

の被害金額が53.3％（16社/30社）となり、最も

割合が高かった。次いで「１千万円以上～５千万

円未満」23.3％（７社/30社）となった（図表26）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。

�同１千万円以上５千万円未満では「１千万円未

満」の被害金額が51.6％（48社/93社）となり、

最も割合が高かった。次いで「１千万円未満～

５千万円未満」15.1％（14社/93社）となった

（図表26）。

�同１千万円未満では「１千万円未満」の被害

金額が100.0％（11社/11社）と全ての回答となっ

た（図表26）。

Ⅲ．売上高の増減

本年４月１日～６月末までの売上高を前年同期

と比較した増減率をみると、「増えた」16.8％

（62社/369社）、「ほとんど変わらない」21.1％

（78社/369社）となった。一方、「減った」は58.3

％（215社/369社）となり、６割近くの企業で売上

が減少した。「減った」と回答した内訳は、「10％

以上～30％未満減った」が48.8％（105社/215社）と

多かった。さらに、「80％以上減った」と回答し

た企業が1.9％（４社/215社）みられた（図表27）。

「増えた」の回答割合は、地域別では津波被害

が甚大な相双地域といわき地域がともに２割を

超え、業種別では「建設業」が４割を超えた。

この増えた要因としては、両地域の災害復旧工事

やがれき撤去作業などが回答欄に挙げられた。

一方、「減った」の回答割合は、同様に相双地域

といわき地域でともに６割を超えた。震災の被害

が大きい相双地域といわき地域において、業種に

よって震災復興特需の有無により売上高の増減に

大きな違いがでている結果となった。

�１ 地域別にみた売上高の状況（前年同期比）

�「減った」と回答した地域は相双地域が71.4％

（10社/14社）と最も割合が高かった。次いで

いわき地域62.5％（30社/48社）、会津地域60.7％



図表27 前年同期と比較した売上高の増減率（４/１～６/末）

（単位：％）

図表28 前年同時期（４/１～６/末）と比較した売上高の変化（地域別） （単位：％）

増 え た ほ と ん ど
変わらない 減 っ た わからない�

無 回 答
うち

10％未満

うち
10％以上～
30％未満

うち
30％以上～
50％未満

うち
50％以上～

80％

うち

80％以上
地 域 回 答

企業数

企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
全 体 369 62 16.8 78 21.1 215 58.3 47 21.9 105 48.8 41 19.1 18 8.4 4 1.9 14 3.8
県 北 104 21 20.2 20 19.2 57 54.8 11 19.3 33 57.9 6 10.5 6 10.5 1 1.8 6 5.8
県 中 104 14 13.5 23 22.1 62 59.6 18 29.0 25 40.3 14 22.6 3 4.8 2 3.2 5 4.8
県 南 29 4 13.8 9 31.0 16 55.2 6 37.5 4 25.0 3 18.8 2 12.5 1 6.3 0 0.0
会 津 61 8 13.1 14 23.0 37 60.7 7 18.9 25 67.6 3 8.1 2 5.4 0 0.0 2 3.3
相 双 14 3 21.4 1 7.1 10 71.4 1 10.0 4 40.0 3 30.0 2 20.0 0 0.0 0 0.0
い わ き 48 10 20.8 7 14.6 30 62.5 3 10.0 13 43.3 11 36.7 3 10.0 0 0.0 1 2.1
地域不明 9 2 22.2 4 44.4 3 33.3 1 33.3 1 33.3 1 33.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0
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（37社/61社）となった。３割以上減少した地域

は、相双地域といわき地域が高かった（図表28）。

�「ほとんど変わらない」と回答した地域は県南

地域が31.0％（９社/29社）と最も割合が高かっ

た。次いで会津地域23.0％（14社/61社）、県中

地域22.1％（23社/104社）となった。相双地域

7.1％（１社/14社）といわき地域14.6％（７社/

48社）での回答割合は低かった（図表28）。

�「増えた」と回答した地域は相双地域が21.4％

（３社/14社）と最も割合が高かった。次いで

いわき地域20.8％（10社/48社）、県北地域20.2

％（21社/104社）となった（図表28）。

�２ 業種別にみた売上高の状況（前年同期比）

�製造業における売上高の増減は、「増えた」

14.8％（27社/183社）、「ほとんど変わらない」

23.5％（43社/183社）となった。一方、「減っ

た」は57.9％（106社/183社）となり、特に

「紙�紙加工品」85.7％（６社/７社）と「飲食

料品」80.6％（25社/31社）が８割超となった

（図表29）。

�非製造業における売上高の増減は、「増えた」

19.0％（35社/184社）、「ほとんど変わらない」

17.9％（33社/184社）となった。一方、「減っ

た」は59.2％（109社/184社）となり、特に

「その他非製造業」80.0％（４社/５社）と「サー

ビス業」74.4％（32社/43社）が７割超となっ

た（図表29）。

�３ 資本金規模別にみた売上高の状況（前年同期比）

�資本金10億円以上では「増えた」5.3％（１社/

19社）、「ほとんど変わらない」21.1％（４社/



図表29 前年同時期（４/１～６/末）と比較した売上高の変化（業種別） （単位：％）

増 え た ほ と ん ど
変わらない 減 っ た わからない�

無 回 答
うち

10％未満

うち
10％以上～
30％未満

うち
30％以上～
50％未満

うち
50％以上～

80％

うち

80％以上
業 種 回 答

企業数

企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
全 体 369 62 16.8 78 21.1 215 58.3 47 21.9 105 48.8 41 19.1 18 8.4 4 1.9 14 3.8
製 造 業 183 27 14.8 43 23.5 106 57.9 18 17.0 55 51.9 22 20.8 9 8.5 2 1.9 7 3.8
飲 食 料 品 31 2 6.5 4 12.9 25 80.6 5 20.0 12 48.0 6 24.0 1 4.0 1 4.0 0 0.0
繊 維 14 2 14.3 3 21.4 9 64.3 2 22.2 6 66.7 1 11.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0
木材�木製品 6 0 0.0 3 50.0 3 50.0 1 33.3 1 33.3 0 0.0 1 33.3 0 0.0 0 0.0
紙�紙加工品 7 0 0.0 0 0.0 6 85.7 0 0.0 3 50.0 1 16.7 2 33.3 0 0.0 1 14.3
化 学 9 1 11.1 3 33.3 5 55.6 1 20.0 1 20.0 2 40.0 1 20.0 0 0.0 0 0.0
窯 業 � 土 石 12 1 8.3 1 8.3 9 75.0 1 11.1 4 44.4 3 33.3 1 11.1 0 0.0 1 8.3
鉄鋼�非鉄金属 15 4 26.7 4 26.7 7 46.7 1 14.3 4 57.1 2 28.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0
はん用�生産用�業務用機械 13 3 23.1 4 30.8 5 38.5 1 20.0 4 80.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 7.7
電 気 機 械 17 3 17.6 4 23.5 10 58.8 3 30.0 5 50.0 1 10.0 0 0.0 1 10.0 0 0.0
情報通信機械�電子デバイス 10 1 10.0 1 10.0 7 70.0 1 14.3 5 71.4 1 14.3 0 0.0 0 0.0 1 10.0
輸 送 用 機 械 12 2 16.7 3 25.0 6 50.0 1 16.7 2 33.3 1 16.7 2 33.3 0 0.0 1 8.3
その他製造業 37 8 21.6 13 35.1 14 37.8 1 7.1 8 57.1 4 28.6 1 7.1 0 0.0 2 5.4
非 製 造 業 184 35 19.0 33 17.9 109 59.2 29 26.6 50 45.9 19 17.4 9 8.3 2 1.8 7 3.8
建 設 業 34 14 41.2 7 20.6 13 38.2 1 7.7 3 23.1 5 38.5 3 23.1 1 7.7 0 0.0
運 輸 業 15 3 20.0 3 20.0 9 60.0 2 22.2 6 66.7 1 11.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0
情 報 通 信 業 7 0 0.0 5 71.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 28.6
卸 � 小 売 業 80 14 17.5 12 15.0 51 63.8 16 31.4 26 51.0 6 11.8 3 5.9 0 0.0 3 3.8
サ ー ビ ス 業 43 3 7.0 6 14.0 32 74.4 9 28.1 13 40.6 6 18.8 3 9.4 1 3.1 2 4.7
その他非製造業 5 1 20.0 0 0.0 4 80.0 1 25.0 2 50.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
業 種 不 明 2 0 0.0 2 100.0 0 0.0 0.0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

図表30 前年同時期（４/１～６/末）と比較した売上高の変化（資本金別） （単位：％）

増 え た ほ と ん ど
変わらない 減 っ た わからない�

無 回 答
うち

10％未満

うち
10％以上～
30％未満

うち
30％以上～
50％未満

うち
50％以上～

80％

うち

80％以上
資 本 金 回 答

企業数

企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
全 体 369 62 16.8 78 21.1 215 58.3 47 21.9 105 48.8 41 19.1 18 8.4 4 1.9 14 3.8
10億円以上 19 1 5.3 4 21.1 14 73.7 3 21.4 6 42.9 5 35.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0
１億円以上～10億円未満 46 10 21.7 10 21.7 26 56.5 7 26.9 15 57.7 2 7.7 1 3.8 1 3.8 0 0.0
５千万円以上～１億円未満 63 11 17.5 16 25.4 34 54.0 6 17.6 14 41.2 7 20.6 6 17.6 1 2.9 2 3.2
１千万円以上～５千万円未満 207 37 17.9 40 19.3 120 58.0 27 22.5 62 51.7 21 17.5 8 6.7 2 1.7 10 4.8
１千万円未満 21 2 9.5 3 14.3 14 66.7 1 7.1 5 35.7 5 35.7 3 21.4 0 0.0 2 9.5
不 明 13 1 7.7 5 38.5 7 53.8 3 42.9 3 42.9 1 14.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0
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19社）となった。一方、「減った」は73.7％

（14社/19社）と７割超となった（図表30）。

�同１億円以上10億円未満では「増えた」21.7％

（10社/46社）、「ほとんど変わらない」21.7％

（10社/46社）となった。一方、「減った」は

56.5％（26社/46社）となった（図表30）。

�同５千万円以上１億円未満では「増えた」17.5

％（11社/63社）、「ほとんど変わらない」25.4

％（16社/63社）となった。一方、「減った」は

54.0％（34社/63社）となった（図表30）。

�同１千万円以上５千万円未満では「増えた」17.9

％（37社/207社）、「ほとんど変わらない」19.3

％（40社/207社）となった。一方、「減った」

は58.0％（120社/207社）となった（図表30）。

�同１千万円未満では「増えた」9.5％（２社/21

社）、「ほとんど変わらない」14.3％（３社/21

社）となった。一方、「減った」は66.7％（14

社/21社）となった（図表30）。
















